
 

平成１９年１２月 ７日 
環境省同時発表

経 済 産 業 省          

 

残留性有機汚染物質検討委員会第３回会合（ＰＯＰＲＣ３）の結果 

及び情報提供のお願いについて 

 

 １１月１９日から１１月２３日まで、ジュネーブにおいて、残留性有機汚染

物質（ＰＯＰｓ）検討委員会第３回会合（ＰＯＰＲＣ３）が開催され、我が国

から、北野大 明治大学教授が出席しました。 

今回の会合では、 

（１）クロルデコン、リンデン、ペンタブロモジフェニルエーテル、ヘキサビ

フェニル、ＰＦＯＳについては、第４回締約国会議（２００９年５月開催予定）

への勧告（附属書Ａ（廃絶）又はＢ（制限）への追加）を決定 

（２）ペンタクロロベンゼン、オクタブロモジフェニルエーテル、α－ＨＣＨ、

β－ＨＣＨについては、次回会合までに危険の管理に関する評価案を作成する

ことが決定  

（３）新たに提案された１物質（エンドスルファン）については、議論が持ち

越し 

になりました。 

今後、（２）に該当する４物質の危険性の管理に関する評価の作成のために

各締約国に情報提供が要請されており、当該情報を有する関係者におかれまし

ては、情報提供をお願いします。 

 

「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（ＰＯＰｓ条約）」第８条に基づ

き、条約対象物質への追加について検討するための検討委員会が設置されており、その

第３回会合が、１１月１９日～２３日、ジュネーブ（スイス）で開催されました。委員

会は、我が国の北野大 明治大学教授を含む３１名の専門家より構成されています。 

 

会合では、 

（１）前回会合から作業がなされていた５つの物質について、危険の管理に関する評価

案に基づいて議論がなされ、第４回締約国会議への勧告（ＰＦＯＳ1を除く４物質

（クロルデコン、リンデン、ペンタブロモジフェニルエーテル、ヘキサビフェニ

ル）については附属書Ａ（廃絶）への追加、ＰＦＯＳについてはＰＦＯＳＦ2とと

                                                  
1 ＰＦＯＳ：パーフルオロオクタンスルホン酸及びその塩 
2 ＰＦＯＳＦ：パーフルオロオクタンスルホン酸フルオリド。ＰＦＯＳ及びＰＦＯＳ類縁化合物

の工業的前駆体であり、環境中でＰＦＯＳを容易に生成する。 



もに附属書Ａ又はＢ（制限）への追加）を決定 

（２）前回会合で条約の対象物質への追加が提案された５つの物質について、対象物質

への追加に値する健康・環境影響があるかどうかを検討するための文書（リスク

プロファイル）案に基づき、条約対象物質への追加に値する人の健康・環境への

影響があるかを評価し、短鎖塩素化パラフィンを除いた４物質（ペンタクロロベ

ンゼン、オクタブロモジフェニルエーテル、α－ＨＣＨ、β－ＨＣＨ）につき、

次回会合までに危険の管理に関する評価案を作成することを決定。なお、短鎖塩

素化パラフィンは、情報が不足しているとされたため、リスクプロファイル案作

成段階で保留。 

（３）今回会合で新たに提案された１物質（エンドスルファン）については、次回会合

に議論が持ち越し 

になりました。 

  

なお、ＰＦＯＳの危険の管理に関する評価に関しては、ＰＦＯＳＦを含めて採択され

ましたが、適用除外の必要な用途（エッセンシャルユース）を確定できていないとの意

見から、付属書Ａ又はＢに追加するとの結論を変更しない前提で、用途に関する追加情

報を、必要に応じて収集することとされております。 

 

今後、（２）の４物質について、危険の管理に関する評価の作成のために各締約国に

情報提供が要請されており、我が国としても積極的に貢献していくこととしております。

条約事務局からの具体的な情報提供内容については（別添１）のとおりですので、当該

情報を有する関係者におかれましては、（別添２）により必要な情報提供を経済産業省

または環境省までお願いします。 

 

なお、当該条約は製造だけではなく、利用や非意図的使用も対象となります。このた

め、この物質そのものを作っている場合だけではなく、添加剤として使用する場合、製

造工程で利用している場合や副生成物として生じる場合などについても幅広く情報提

供いただきますようお願いいたします。 

 

 
【参考１】 残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（ＰＯＰｓ条約）とは  

 ＰＯＰｓ条約とは、環境中での残留性、生物蓄積性、人や生物への毒性が高く、長距

離移動性が懸念されるポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）、ＤＤＴ等の残留性有機汚染物質

（POPs：Persistent Organic Pollutants）の、製造及び使用の廃絶、排出の削減、こ

れらの物質を含む廃棄物等の適正処理等を規定している条約です。 

対象物質については、ＰＯＰｓの検討委員会（ＰＯＰＲＣ）において議論されたのち、

締約国会議（ＣＯＰ）において決定されます。 

 締約国会議で決定後、日本など条約を締結している加盟国は、対象となっている物質

について、各国がそれぞれ条約を担保できるように国内の所法令で製造、使用等を規制

することになっています。 

  経済産業省関連情報ホームページ 

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/03kanri/c05temp.htm

  ＰＯＰｓ条約ホームページ（英語） 

    http://www.pops.int/

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/03kanri/c05temp.htm
http://www.pops.int/


   

 

【参考２】 今回対象物質とその結果  

 

① 「危険の管理に関する評価」を作成した物質 3 

物質名 主な用途 提案国 

クロルデコン 農薬 欧州連合 

リンデン（γ－ＨＣＨ） 農薬 メキシコ 

ペンタブロモジフェニルエーテル プラスチック難燃剤 ノルウェー 

ヘキサブロモビフェニル プラスチック難燃剤 欧州連合 

ＰＦＯＳ、ＰＦＯＳＦ 撥水撥油剤、界面活性剤 スウェーデン 

  

② 「リスクプロファイル」を作成した物質 

物質名 主な用途 提案国 

ペンタクロロベンゼン 農薬、非意図的生成物 欧州連合 

オクタブロモジフェニルエーテル プラスチック難燃剤 欧州連合 

α－ＨＣＨ リンデンの副生物 メキシコ 

β－ＨＣＨ リンデンの副生物 メキシコ 

 

③ 検討が保留された物質 4 

物質名 主な用途 提案国 

短鎖塩素化パラフィン 難燃剤 欧州連合 

エンドスルファン 農薬 欧州連合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
3 これら５物質については、第４回締約国会議(平成２１年５月)以降において条約対象物質へ

の追加について決定します。 

4 短鎖塩素化パラフィンについては有害性に関する情報が不足しているとされ、リスクプロフ

ァイルの作成段階で保留、エンドスルファンについては背景文書の提供が間に合わなかったため、

提案の検討が保留されました。 
 



【参考３】今後のスケジュール（予定） 

 

２００７年１１月 ＰＯＰＲＣ３（終了） 

次のＰＯＰＲＣまで 

    ・①ＰＦＯＳの用途に関する情報収集 

・②の４物質の「危険の管理に関する評価」案の情報収集 

    ・③の短鎖塩素化パラフィンの「リスクプロファイル」案の有害性に関する情

報収集 

２００８年１０月（予定） ＰＯＰＲＣ４ 

    ・①ＰＦＯＳの適用除外の必要な用途（エッセンシャルユース） 

    ・②の４物質の「危険の管理に関する評価」案及び締約国会議への勧告の検討 

    ・③の短鎖塩素化パラフィンの「リスクプロファイル」案の検討、エンドスル

ファンの新たな提案への検討 

２００９年５月（予定） 第４回締約国会議（ＣＯＰ４） 

    ・①の５物質に関する勧告の採択 

    ・②の４物質のうちＰＯＰＲＣ４で勧告された物質に関する勧告の採択 

２０１０年春頃（予定） 

    ・締約国会議決定事項について、国内においても実施 

 

 

                            

（本発表資料のお問い合わせ先） 

 製造産業局化学物質管理課 

  担当者：門松、福島、蔵方 

  電 話：０３－３５０１－１５１１（内線 ３６９１～５）

      ０３－３５０１－００８０（直通） 



（別添１）条約事務局より提供を要請されている情報 

 

１．「危険性の管理の評価」を行う３物質共通の事項（条約付属書 F：社会経済上の検討に

関する情報） 

(a) 危険を減少させるとの目標を達成するに当たっての可能な規制措置の有効性及び効率

性 

 (i) 技術的実行可能性 

 (ii) 費用（環境及び健康に係る費用を含む。） 

(b) 代替となるもの（製品及び工程） 

 (i) 技術的実行可能性 

 (ii) 費用（環境及び健康に係る費用を含む。） 

 (iii) 有効性 

 (iv) 危険性 

 (v) 利用可能性 

 (vi) 利用が容易な程度 

(c) 可能な規制措置の実施が社会に与える肯定的又は否定的な影響 

 (i) 健康（公衆衛生、環境保健及び職場における衛生を含む。） 

 (ii) 農業（水産物の養殖及び林業を含む。） 

 (iii) 生物相（生物の多様性） 

 (iv) 経済的側面 

 (v) 持続可能な開発に向けた動き 

 (vi) 社会的損失 

(d) 廃棄物及び処分に関連し得る事項（特に、使用されない駆除剤の在庫及び汚染された

場所の浄化） 

 (i) 技術的実行可能性 

 (ii) 費用 

(e) 情報の利用及び公衆のための教育 

(f) 規制及び監視の能力の状況 

(g) 国内において又は地域的にとられた規制措置（代替となるものに関する情報及び他の

関連する危険の管理に係る情報を含む。） 

 

２．ＰＦＯＳに関する追加情報 

ＰＦＯＳに関してはＰＦＯＳＦを含めて既に適用除外の必要な用途（エッセンシャルユ

ース）に関する情報提供を実施済みですが5、特に追加情報があればご連絡ください。 

（別添２）情報提供の方法 

 以下の窓口まで、情報提供者の連絡先（事業者名、担当者名、電話、電子メールアドレ

ス）、情報提供物質名を明記の上、平成２０年１月１８日（金）中に、電子メールで提出し

                                                  
5  経済産業省によるＰＦＯＳエッセンシャルユース調査及びその結果 

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/03kanri/c05temp4.htm 



てください。 

 

 なお、提供情報で、秘密に該当する情報がある場合は、条約事務局に提供できない場合

がありますので、その旨をご承知ください。 

 

 （情報提供、連絡、お問い合わせ先） 

  経済産業省製造産業局化学物質管理課   担当者：福島、蔵方 

   電 話：03-3501-1511（内線 3691～5）03-3501-0080（直通） 

      E-mail：qqhbbf@meti.go.jp

 

  環境省環境省環境保健部環境安全課   担当者：瀬川、木野、須賀 

   電 話：03-3581-3351（内線 6358）03-5521-8260（直通） 

      E-mail ：ehs@env.go.jp

 

 

 

mailto:qqhbbf@meti.go.jp
mailto:ehs@env.go.jp

